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ニッセイアセットマネジメント株式会社(社長：大関 洋)は、日経平均トータルリターン・イン
デックス(日経平均株価・配当込)の動きに連動する上場投資信託（ETF）「ニッセイ
ETF 日経２２５インデックス」＜証券コード：473A＞を新たに設定し、東京証券取引
所に上場します。上場は12月5日の予定です。 
日経平均株価は日本を代表する株価指数として世界中で利用されている大変有名な
指数であり、東京証券取引所プライム市場に上場する225銘柄を選定し、その株価を使っ
て算出されています。“日経225”や“日経平均”とも呼ばれ、ニュース等でも頻繁に耳にする
指数です。売買がしやすいことや情報が比較的手に入りやすいことも特徴として挙げられま
す。指数構成銘柄は、市場の流動性やセクターバランスをもとに定期的に見直され、長期
間にわたる継続性の維持と産業構造変化を的確に反映するということを目指しています。

またNISAの成長投資枠でもお使いいただけます（お取扱いは販売会社によって異なりま
すので、お気軽に各販売会社にお尋ねください）。

～ETFの定番、いよいよニッセイアセットからお届け 2・2・GO！～
「ニッセイＥＴＦ 日経２２５インデックス」
新規上場（12月5日（金））のお知らせ

銘柄名 ニッセイＥＴＦ 日経２２５インデックス

銘柄コード 473A 信託報酬率（税込） 年率0.132％

連動対象指標 日経平均トータルリターン・インデックス

決算回数 年2回 決算日 毎年4月20日、10月20日

NISA 成長投資枠の対象

上場日 12月5日（金）



① 日経平均トータルリターン・インデックスの動きに連動する投資成果をめざします。

⚫ 信託財産の１口当りの純資産額の変動率を日経平均トータルリターン・インデックス※の変動率に一致させる投
資成果をめざし、原則として同指数に採用されている銘柄のなかから200銘柄以上に投資します。※日経平均
トータルリターン・インデックスとは、配当込みの日経平均株価（日経２２５）の値動きを示す指数です。

⚫ 日経平均株価（日経225）は、東証プライム市場銘柄のうち代表的な225銘柄の平均株価指数で、株式会
社日本経済新聞社より算出・公表されています。当指数は、国内の株式市場の動向を継続的に捉える代表的
な指数として、広く利用されています。

② 受益権の購入は現金による申込みとなります。

⚫ 購入申込受付日の基準価額による購入となります。

③ 換金請求による途中換金をすることができます。

⚫ 換金申込受付日の基準価額による換金となります。

■ファンドの特色

〈基準価額と指数の連動性に関する留意点〉
ファンドは日経平均トータルリターン・インデックスの動きに連動する投資成果をめざしますが、主に以下の理
由から基準価額と当該指数との動きが完全に一致するものではありません。
・ファンドは、当該指数の構成銘柄のすべてを指数の算出方法どおりに組入れられない場合があること
・ファンドは、流動性確保のために現金・預金等を保有すること
・ファンドは、運用管理費用（信託報酬）等の管理費用負担および売買委託手数料等の取引コストを
負担すること
・株価指数先物※と当該指数の動きの不一致
・ファンドにおける株式売買時の約定価格と基準価額の算出に使用する価格の不一致
・当該指数の算出に使用する価格と基準価額の算出に使用する価格の不一致
・当該指数の構成銘柄の入替えあるいは当該指数の算出方法の変更による影響
※ファンドは、株式の実質組入比率の維持等のために株価指数先物取引を利用することがあります。

●「日経平均株価（日経225）」および「日経平均トータルリターン・インデックス」の著作権等について
①「日経平均株価（日経225）」および「日経平均トータルリターン・インデックス」（以下「各指数」といいます）は、
株式会社日本経済新聞社によって独自に開発された手法によって、算出される著作物であり、株式会社日本経済
新聞社は、各指数自体および各指数を算定する手法に対して、著作権その他一切の知的財産権を有しています。
②「日経」および各指数を示す標章に関する商標権その他の知的財産権は、すべて株式会社日本経済新聞社に
帰属しています。
③当ファンドは、ニッセイアセットマネジメント株式会社の責任のもとで運用されるものであり、株式会社日本経済新聞
社は、その運用および受益権の取引に関して、一切の責任を負いません。
④株式会社日本経済新聞社は、各指数を継続的に公表する義務を負うものではなく、公表の誤謬、遅延または中
断に関して、責任を負いません。
⑤株式会社日本経済新聞社は、各指数の構成銘柄、計算方法、その他各指数の内容を変える権利および公表を
停止する権利を有しています。
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